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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び運用
状況の概要は以下のとおりであります。
①　当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための

体制
取締役会決議にて委嘱された業務につき、取締役会規程、稟議規程等

社内規程に基づいて決裁・決議された事項を適正に執行し、その状況は
ほぼ毎月取締役会に報告しております。また、内部監査室を設置し、執行
の適正性・適法性を確保しております。

【運用状況】
取締役会規程・稟議規程等社内規程にて承認事項を明確化し、経営

会議及び取締役会において執行状況を報告するなど職務の執行の監督を
実施しております。決裁・決議内容は毎月内部監査室が監査し、確認
しております。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、取締役会議事録、稟議書、

各種契約書等業務の執行に関する文書を文書取扱規程等に基づき保存・
管理しております。

また、諸規程の改定は必要に応じて実施しておりますが、年１回年度末
に見直し整備を行うこととしております。

【運用状況】
取締役会議事録をはじめ取締役の執行に係る稟議書、各種契約書等

職務の執行に関する文書を文書取扱規程に従い、保存・管理しています。
また、規程の見直しは毎年３月末までに実施しております。
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③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が行い、各社

各部内の所管業務に付随する安全衛生等のリスク管理は当該部内が行う
こととし、さらに内部監査室による定期的監査が実施されております。

また、リスク報告規程に基づき、リスク発生後速やかに当社社長に
報告し、さらにコンプライアンス委員会に報告するとともに、一定の
重要な事項については当該委員会において再発防止策等の検討を行い、
適宜承認を受けております。重大なリスクに対しては、対応する責任者を
設け、顧問弁護士等の助言を得るなどして、迅速・適切に解決する体制を
とっております。さらにインサイダー取引については、社内指針を設け
厳格に遵守することとしております。

【運用状況】
リスク報告規程に基づき、発生したリスクについては速やかに当社

社長に報告されております。またコンプライアンス委員会にも報告され、
改善策等を審議しております。さらに、必要に応じて経営会議・取締役会
等にも報告がなされております。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
取締役会決議事項は、原則として予め、社長、役付取締役並びに取締役

執行役員により構成される経営会議の審議を経た上で上程され、決議執行
されることとしております。取締役会はほぼ月１回定時に開催し、必要に
応じて臨時に開催されるものとし、経営方針・戦略等に関する重要事項に
ついては事前に経営会議において審議いたします。

また、取締役会において取締役及び執行役員の職務分掌を決議し、
規程に基づき権限分配を行っております。さらに業務執行役員制度により、
意思決定及び監督機能と執行機能とを分離することで、取締役会における
意思決定の迅速化を図るとともに、権限委譲により機動的な業務執行を
可能とする経営体制を構築することとしております。
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【運用状況】
総会後の取締役会において、代表取締役、取締役社長及び役付役員の

選定を行うとともに業務委嘱を行いました。
取締役会決議事項は経営会議にて審議のうえ上程され、また一定の重要

事項を経営会議にて決議されるとともに重要な業務執行の一部を社長に
委任されるなど効率的な運用がなされております。

⑤　当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
稟議規程、就業規則等の各種社内規程に基づき職務の執行を行っており、

この職務執行の適法性及び適正性を確保するため、内部監査室による監査
が行われ、その内容は監査等委員会及び子会社監査役並びに社長に報告
され、是正される体制を整えております。

また、法令違反等コンプライアンスに関する重要事実を発見した場合、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）は監査等委員に報告すること
とし、さらに社外を含めた複数の通報窓口を設置する外、内部通報規程に
基づきその運用を行うこととしております。

【運用状況】
「常磐興産グループ企業行動憲章」を社内に掲示するほか、その他規程

を社内イントラネットに掲載するとともに全従業員を対象に規程内容の
確認を実施しました。内部通報制度については社内報に掲載するなど周知
を図るとともにコンプライアンス委員会に通報の有無を報告しております。

本事業年度において発生した内部通報の実績はありません。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況



⑥　当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
グループ会社管理規程に基づき、各子会社の管理運営を行うとともに、

毎月各部門の業務の執行状況を事業状況報告会に報告する外、内部監査室
による監査によって、業務の適正性及び適法性を確保しております。

子会社が当社からの経営管理及び経営指導内容が法令に違反する等
コンプライアンス上問題があると認めた場合、内部監査室に報告し、
内部監査室は監査等委員会及び社長に直ちに報告することとします。

また、子会社の取締役については取締役会においてその職務分掌を
決議し、規程に基づき権限分配を行い、その執行が効率的に行われる体制
としております。

【運用状況】
グループ会社管理規程に従い、子会社の意思決定にあたっては子会社

から事前に承認申請または報告を行うこととしており、また毎月業務執行
の状況を事業状況報告会に報告することを求めるなど子会社の業務の適正
を確保しております。

⑦　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査等委員会を補助すべき使用人については、内部監査室に属する

従業員とし、内部監査室は、監査等委員会に直属するものとします。

【運用状況】
内部監査室は監査等委員会に直属し、内部監査室に属する従業員は監査

等委員会の指揮の下、内部監査規程及び内部統制規程に基づき適正な
監査を行っております。
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⑧　前号の使用人の他の取締役からの独立性に関する事項並びに使用人に
対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
内部監査室に属する従業員の他の取締役からの独立性を確保するために、

当該内部監査室を監査等委員会の直属とし、使用人の任命、異動等の
人事権に関する事項については、取締役社長は監査等委員会の同意を得て
行うものとします。また、内部監査室を監査等委員会に直属させ、その
指揮命令のもと職務を行うこととします。

【運用状況】
内部監査室は監査等委員会に直属しており、監査等委員会の指示の

実効性は確保され、その指揮の下適正な監査が実施されております。

⑨　監査等委員会への報告に関する体制及び報告した者が当該報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
取締役会において定期的に業務執行状況を報告することとしており、

社長決裁稟議についてはすべて常勤監査等委員取締役に報告する体制を
整えております。また年度計画に基づき各事業部の監査等委員会監査が
実施され適正に報告しております。監査等委員会の求めがあったときは、
監査等委員会に対し必要な説明を行うものとします。

当社の取締役及び従業員並びに子会社の取締役及び従業員が、法令、
定款、社内規程等に違反もしくは違反の恐れがある事項を認識し、または
報告を受けた場合には、監査等委員会及び当社社長に遅滞なく適切に報告
するものとし、当該報告をしたことを理由として解雇等の不利な取扱いを
行うことを禁止するものとします。

【運用状況】
取締役会に毎月業務執行状況の報告を行い、社長決裁稟議及び報告

稟議はすべて常勤監査等委員に報告しております。また、法令・社内規程
等に違反したことを認識し、これを監査等委員会に報告したことにより
当該報告者に対し不利な取り扱いは行っておりません。
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⑩　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続き
その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項
監査等委員は、職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに

限ります。）について生じる費用の前払又は償還、負担した債務の債権者
に対する弁済等を求めることができることとします。取締役（監査等委員
である取締役を除く。）は、当該費用又は債務が当該監査等委員の職務の
執行に必要とは認められない場合を除き、遅滞なくこれを処理し、監査が
十全に行われるよう取り計らうものとします。

【運用状況】
監査等委員の職務の執行について生じる費用等については、監査等委員

の請求に従い会社法の定めに従い適切に対応しております。

⑪　その他当社の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制
会計監査人と情報交換するとともに、会計監査人が実施する各事業部

各子会社の監査に立ち会うなど緊密な連携を図っております。
監査等委員会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）と定期的に

意見交換を行うこととしております。

【運用状況】
内部監査室とともに会計監査人とは適宜情報交換を行い、また取締役

（監査等委員である取締役を除く。)と定期的に意見交換を行って
おります。
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⑫　財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは、適正な財務報告を確保するために「財務報告に係る

内部統制基本方針」及び「常磐興産グループ内部統制規程」を定め、その
体制整備・運用を行うとともに、整備・運用状況を評価するために内部
統制所管部門を設置し、進捗状況を適時に取締役会に報告する体制を
採っております。

【運用状況】
内部統制に係る評価計画を策定し、その評価計画を基に財務プロセスや

業務プロセス等について、内部統制の整備状況及び運用状況を内部
監査室が評価を行っています。その結果を定期的に監査等委員会、経営
会議及び取締役会に報告しております。

また、内部統制システムの運用上問題点が発見された場合は、是正・
改善並びに必要に応じて講じられた再発防止策への取り組み状況を確認し、
監査等委員会、経営会議及び取締役会に報告することにより、適切な
内部統制システムの構築・運用を実施しております。

⑬　反社会的勢力排除に向けた体制
反社会的勢力との関係を遮断することを基本方針とし、警察署や関連

団体等から講習会などを通じ情報収集を行うとともに、事案発生に備え、
警察や弁護士等の外部の専門機関と密接に連携して速やかに対処できる
体制の構築に努めてまいります。

【運用状況】
「常磐興産グループ企業行動憲章」に反社会的勢力との関係遮断に

ついて明文化し、その周知徹底を図っています。新規取引先との契約に
際しても、反社会的勢力排除に十分留意するほか、警察等の外部専門機関
や関連団体と密接に連携して情報交換を行うなど適切に運用しております。
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会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針については特に定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 2,141 3,577 7,314 △34 12,998

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △175 △175

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 548 548

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 373 △1 371

当 期 末 残 高 2,141 3,577 7,687 △36 13,369

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 869 △55 △2 △61 749 31 13,779

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △175

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 548

自 己 株 式 の 取 得 △1

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) 646 55 11 713 1 715

当 期 変 動 額 合 計 646 55 － 11 713 1 1,087

当 期 末 残 高 1,515 － △2 △49 1,463 33 14,866

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社

連結会社の数　　　　　　　　　　２社
連結子会社の名称　　　　　　　㈱常磐製作所、常磐港運㈱

②　非連結子会社
非連結子会社の数　　　　　　　　５社

非連結子会社の名称　　　　　　㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱クレスト
ヒルズ、㈱ホテルクレスト札幌、㈱ジェイ・ケイ・
インフォメーション、㈱クレストコーポレーション
非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は小規模であり連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用会社

持分法適用関連会社数　　　　　　２社
持分法適用関連会社の名称　　　常磐湯本温泉㈱、小名浜海陸運送㈱

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
会社の名称　　　　　　　　　　㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱クレスト

ヒルズ、㈱ホテルクレスト札幌、㈱ジェイ・ケイ・
インフォメーション、㈱クレストコーポレーション
持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない非連結子会社５社はそれ
ぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて持分法の対象から除
いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため、持分法適用の
範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの…………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は総平均法により算定）

時価のないもの…………………総平均法による原価法
デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ………………………時価法
たな卸資産の評価基準及び評価方法

卸売商品……………………………個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

上記以外のたな卸資産……………主として総平均法（一部移動平均法）による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く)　主として定額法（連結子会社の資産の一部は定率法）

を採用しております。
無形固定資産（リース資産を除く)　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込
額を計上しております。

環境対策引当金　　　　　　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に
関する特別措置法」によって処理することが義務づ
けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、そ
の処理費用見込額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップに
ついては、特例処理を採用しております。
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⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ.退職給付に係る会計処理
　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他
の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
ロ.消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等は、発
生連結会計年度の費用として処理しております。
ハ.連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　定率法を採用している連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に
係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月
17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構
築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、この変更が当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

　（追加情報）
　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成
28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

３．表示方法の変更
（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」
は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「為替差益」は21百万円であります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

担保資産
建物及び構築物 8,879百万円 （6,608百万円）
土地 13,989百万円
投資有価証券 54百万円
投資不動産 4,769百万円

計 27,693百万円 （6,608百万円）
担保付債務

短期借入金及び長期借入金 15,764百万円 （8,467百万円）
15,764百万円 （8,467百万円）

　上記のうち（　）内書は観光施設財団抵当並びに当該債務を示しております。
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 27,469百万円
⑶　国庫補助金等による圧縮記帳額

国庫補助金等による圧縮記帳額は次のとおりであります。
有形固定資産

建物及び構築物 70百万円
計 70百万円

⑷　投資不動産の減価償却累計額 196百万円
⑸　土地再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号及び平成13年６月29日
公布法律第94号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産
の部に計上しております。
再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号及び平成11年３
月31日公布政令第125号）第２条第５号に定める鑑定評価、及びその他の土地については
第４号に定める地価税の計算により算定した価額に合理的な調整を行って算定しておりま
す。
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　再評価を行った土地の当期末における時価合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を０
百万円下回っております。

５．連結損益計算書に関する注記
　　　減損損失

　茨城県北茨城市に保有する一部の賃貸不動産及び遊休資産においては、市場価格が帳簿
価額に対して著しく下落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として特別損失に計上しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末における発行済株式の数

普通株式 8,808,778株

⑵　剰余金の配当に関する事項
　①配当金支払額等
　平成28年６月29日開催の第98回定時株主総会において次のとおり決議しております。

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 （ 円 ） 基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会 普通株式 175 2.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施してお
ります。平成28年３月期の１株当たり配当額につきましては、当該株式併合前の実際の
配当額を記載しております。

　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に
なるもの

　平成29年６月29日開催予定の第99回定時株主総会において次のとおり付議します。

付　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 175 20.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行等金融機関か
らの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図
っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご
とに時価の把握を行っております。

支払手形及び買掛金の支払期日は、一年以内であります。借入金等の使途は運転資金（主
として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対
して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

デリバティブ取引の内容は、金利スワップ取引及び為替予約取引であり、「市場リスク
管理方針」に基づき、借入債務、外貨建営業債権債務の範囲内で行うこととしており、投
機的な取引は行わない方針であります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。
(単位：百万円)

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時価 差額

①　現金及び預金 7,077 7,077 －
②　受取手形及び売掛金 2,376 2,376 －
③　投資有価証券 4,901 4,901 －

資産計 14,355 14,355 －
④　支払手形及び買掛金 4,002 4,002 －
⑤　短期借入金 1,767 1,767 －
⑥　長期借入金 24,418 24,568 150

負債計 30,188 30,338 150
デリバティブ取引 － － －

注１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
①　現金及び預金、並びに②　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

③　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債
④　支払手形及び買掛金、並びに⑤　短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑥　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。ただし、変動金利による長期借入金に
ついては、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ
等しいと言えることから、当該帳簿価額によっております。

また、変動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理の対象とされているもの（下
記デリバティブ取引 参照）については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の
合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算
定する方法によっております。

なお、上記の金額には１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記
⑥　参照)。
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注２．関係会社株式（連結貸借対照表計上額1,022百万円）及び非上場株式(連結貸借対照表計上
額460百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため｢③　投資有価証券｣には含めており
ません。

８．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、福島県、茨城県等に、賃貸用土地（建物等を含む｡）を有し
ております。平成29年３月期における当該賃貸用不動産等に関する賃貸損益は70百万円
であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

6,438 7,170

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した
金額であります。

(注2）時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額（ただし、重要性の低い物件は固定資産
税評価額を基礎にした価額等）により算定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,688円52銭
⑵　１株当たり当期純利益 62円47銭
　（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しており

ます。これに伴い、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当連結会計年度の
期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 その他資本

剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

その他利益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,141 1,500 2,067 3,567 5,732 5,732 △34 11,407
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △175 △175 △175
当 期 純 利 益 520 520 520
自己株式の取得 △1 △1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 － － － － 344 344 △1 342
当 期 末 残 高 2,141 1,500 2,067 3,567 6,076 6,076 △36 11,749

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 856 △55 △2 797 12,204
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △175
当 期 純 利 益 520
自己株式の取得 △1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額） 621 55 677 677

当期変動額合計 621 55 － 677 1,019
当 期 末 残 高 1,477 － △2 1,474 13,224

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式………総平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの……………………期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は総平均法により算定）

時価のないもの……………………総平均法による原価法
⑵　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ…………………………時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法

売店商品・貯蔵品……………………最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

卸売商品………………………………個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

⑷　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）　　定額法を採用しております。
無形固定資産（リース資産を除く）　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用しております。

⑸　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込
額を計上しております。
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退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
なお、年金資産が企業年金制度に係る退職給付債務
を超過するため資産の部に前払年金費用を計上して
おります。
退職見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当
事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理することとしております。

⑹　ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについ
ては、特例処理を採用しております。

⑺　その他計算書類作成のための重要な事項
①退職給付に係る会計処理
計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結計算書類
と異なっております。
②消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等は、発生事
業年度の費用として処理しております。
③連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

　（追加情報）
　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成
28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

２．表示方法の変更
（損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は金
額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。
　なお、前事業年度の「為替差益」は28百万円であります。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

担保資産
建物 7,737百万円 （5,530百万円）
構築物 1,077百万円 （1,077百万円）
土地 13,350百万円
投資不動産 4,686百万円

計 26,851百万円 （6,608百万円）

担保付債務
短期借入金及び長期借入金 15,663百万円 （8,467百万円）

15,663百万円 （8,467百万円）
上記のうち（　）内書は観光施設財団抵当並びに当該債務を示しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 24,525百万円
⑶　国庫補助金等による圧縮記帳額

国庫補助金等による圧縮記帳額は次のとおりであります。
有形固定資産

建物 60百万円
構築物 3百万円

計 64百万円
⑷　投資不動産の減価償却累計額 179百万円

　⑸　保証債務
関係会社の銀行借入等に対する保証

㈱常磐製作所 31百万円
31百万円

⑹　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 719百万円
長期金銭債権 2,084百万円
短期金銭債務 51百万円
長期金銭債務 86百万円

⑺　土地再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号及び平成13年６月29日
公布法律第94号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産
の部に計上しております。
再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号及び平成11年３
月31日公布政令第125号）第２条第５号に定める鑑定評価、及びその他の土地については
第４号に定める地価税の計算により算定した価額に合理的な調整を行って算定しておりま
す。
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　再評価を行った土地の当期末における時価合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を０
百万円下回っております。
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４．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

売上高 289百万円
仕入高 177百万円
販売費及び一般管理費 368百万円
営業取引以外の取引高 139百万円

⑵　減損損失
　茨城県北茨城市に保有する一部の賃貸不動産及び遊休資産においては、市場価格が帳簿
価額に対して著しく下落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として特別損失に計上しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 23,761株
（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施し

ております。
６．税効果に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

繰越欠損金 1,724百万円
土地 707百万円
貸倒引当金 637百万円
投資有価証券評価損 584百万円
資産除去債務 126百万円
賞与引当金 77百万円
未払金 32百万円
減損損失 21百万円
その他 84百万円

繰延税金資産小計 3,998百万円
評価性引当額 △3,500百万円

繰延税金資産合計 498百万円
繰延税金負債

土地 △1,606百万円
その他有価証券評価差額金 △594百万円
資産除去債務 △63百万円
その他 △79百万円

繰延税金負債合計 △2,344百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △1,846百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等 （単位：百万円）

会 社 等 の 名 称
議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

㈱ 常 磐 製 作 所 直 接
98.0％

資金の援助
資 金 の 貸 付

(注１)
利 息 の 受 取

－

8

短 期 貸 付 金

未 収 収 益

570

0
債 務 保 証 銀行借入等に対

す る 債 務 保 証
31 － －

役員の兼任

㈱ジェイ・ケイ・レスト
ランサービス

直 接
100.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)

－ 長 期 貸 付 金
(注３)

544
役員の兼任

㈱ ク レ ス ト ヒ ル ズ 直 接
100.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)

－ 長 期 貸 付 金
(注３)

403
役員の兼任

㈱ホテルクレスト札幌 直 接
100.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)

－ 長 期 貸 付 金
(注３)

515
役員の兼任

㈱クレストコーポレー
ション

直 接
95.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)

－ 長 期 貸 付 金
(注３)

622

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
（注２）資金の貸付については、無利息にしております。
（注３）貸付金の全額に対し、貸倒引当金を計上しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,505円35銭
⑵　１株当たり当期純利益 59円19銭
　（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しており

ます。これに伴い、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度の期首
に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。
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